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注） 構成割合や平均等の値は四捨五入の結果、個々の合計値と全体を示す値が一致しないことがある。

業種等の属性別クロス集計で序列を示す表においては、各集計値の平均が10未満の場合は除外している。

◆趣旨

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に加え、物価の高騰等による、経済への影響が続く中で、企業の経営の実態や取
組等を把握し、新たな支援策等の検討に活かすため、府内企業の現状について調査を実施。

◆調査方法

【対象】 府内企業10,000社

【抽出方法】 総務省「事業所母集団データベース（令和２年次フレーム）」の大阪に本社を置く民営企業（農業、林業、漁業

除く）、約28万社から常用従業者数に基づく層化抽出法（20人以下：2,500社、21～100人以下：5,000社、

101人以上：2,500社） により、10,000社を無作為に抽出した。

【届出調査】 本調査は統計法（平成19年法律第53号）第24条第１項前段の規定に基づき総務大臣に届出を行った届出調

査である。

【回収方法】 調査票は郵送し、回答は郵送とインターネットを併用

【実施期間】 2022年7月１１日（月）～７月２９日（金） ※但し、郵送による回収は8月９日（火）回収分まで集計

【回答率】 回収率35.3% （有効発送数 ９，３２２ ／ 有効回答数 ３，２９１ ＜郵送：２，３７２/web：919＞）

調査概要
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≪企業規模≫ ≪業種≫ ≪主な分野≫

社数 ％ 社数 ％ 社数 ％

大企業 182 5.5 建設業 284 8.6 外食 224 6.8

中小企業 3,099 94.2 製造業 782 23.8 日用品 380 11.5

うち小規模事業者 664 20.2 情報通信業 94 2.9 理美容・化粧品、美容サービス 107 3.3

不明 10 0.3 運輸業、郵便業 218 6.6 医療、医薬、医療機器、ヘルスケア 235 7.1

合計 3,291 100.0 金融業、保険業 21 0.6 衣料品・装飾品 156 4.7

不動産業、物品賃貸業 143 4.3 観光、レジャー、ホテル、旅客運送 116 3.5

卸売業 335 10.2 学校・教育、学生向け商品・サービス等 52 1.6

小売業 336 10.2 イベント、冠婚葬祭 53 1.6

宿泊業 21 0.6 自動車 179 5.4

≪主な販売先≫ 飲食サービス業 185 5.6 情報・通信機器・サービス 94 2.9

社数 ％ 教育、学習支援業 42 1.3 環境、エネルギー、化学、資源 92 2.8

BtoC 1,015 30.8 医療、福祉 274 8.3 産業用・民生用機械、電気機器等の耐久財 276 8.4

BtoB 1,981 60.2 学術研究、専門・技術サービス業 165 5.0 インフラ工事、インフラ設備 208 6.3

どちらとも言いがたい 256 7.8 生活関連サービス業、娯楽業 137 4.2 住宅、住宅設備、オフィスビル・テナント 417 12.7

不明 39 1.2 その他のサービス業 247 7.5 金融、保険、シンクタンク、調査、公的機関 40 1.2

合計 3,291 100.0 その他 3 0.1 その他 527 16.0

不明 4 0.1 不明 135 4.1

合計 3,291 100.0 合計 3,291 100.0

※企業規模の区分は中小企業基本法に基づき従

業者数及び資本金額により、業種別に大企業と中

小企業を区分した。さらに中小企業のうち小規模事

業者を、中小企業基本法の小規模企業者の定義

に基づき抜き出した。

※商品・製品・サービスを販売・提供する相手が、一

般消費者＝BtoC(Business to Customer)、事

業者＝BtoB(Business　to Business)に分類。

回答企業の属性
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❶ 府内企業の業績の推移
コロナ禍前に比べ、中小企業、特に小規模事業者の回復が遅れており、業種では宿泊、飲食サービスなど対面サービスが主体となる企業で回復の遅れが目立つ。
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※売上高について2019年度を「100」とした場合の2020年度・2021年度の値

≪赤字率（※）の推移≫≪売上高指数（※）の推移≫

（単位：％）

（単位：％）

※赤字率：経常損益がマイナスである企業の割合

2019年の
水準に戻って
いない

赤字率が
高止まりして
いる
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❷ 府内企業の資金繰り
府内企業の資金繰りは改善しているものの、コロナ関連制度融資を活用した府内中小企業の半数近くが返済に不安を感じている。
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府内中小企業のコロナ関連制度融資の活用と返済見通し

（大企業）

（中小企業）

（うち小規模事業者）

≪府内企業の資金繰り≫
◆全ての企業規模で資金繰りは改善しているものの、
規模が小さくなるほど資金不足の割合が高くなる

【企業規模別】

（単位：％）

（n=2786,単位：％）

（調達資金残高別）

（n=1259,単位：％）

活用の有無 活用企業の返済見通し

「据置期間中」企業の返済見通し

（n=６９６,単位：％） （n=421,単位：％）

◆府内中小企業の4割超がコロナ関連の制度融資を活用
◆制度融資活用した府内中小企業の８．９％は「返済は厳しい」と考えているなど、46.1％が返済に不安を感じている
◆調達した資金の残高が「2割未満」の企業では、「返済は厳しい（18.6％）」の割合が高いなど、残高が少なくなるほ
ど、返済に不安を持つ企業が多くなる

◆コロナ関連の制度融資のうち「新型コロナウイルス感染症対応資金（いわゆるゼロゼロ融資）」を活用した
府内中小企業では、 約35％が返済を開始している一方で、約6割は、まだ据置期間中で返済していない
◆据置期間中の企業のうち、8.6％は「返済は厳しい」と考えているなど、 47.8％が返済に不安を抱えている

ゼロゼロ融資活用企業の返済状況
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❸ 府内企業の雇用
コロナ禍前よりも従業者数を減らす企業が多く、人手不足感は高まっており、大企業、中小企業ともに採用に積極的な企業が多くみられる。
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◆コロナ禍以降、人材不足感は年々増加

コロナ禍前と比較した従業者数
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◆コロナ禍前（2019年度）に比べ、正規、非正規とも
に従業者数が減少している企業が多い

府内企業の採用意向≪コロナ禍以降の従業者数と人手不足感の推移≫
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採用意向（採用形態別） 企業規模別の新卒採用意向

◆府内企業は27.3％が新卒採用を、また36.3％が中途
採用をそれぞれ増加する予定

新卒採用意向別の
人材不足DI（※）

※「不足」の割合から「過剰」
の割合を引いたもの。

増やす 83.8

前年並み 67.3
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人手不足企業の売上高見通し別の新卒採用意向
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◆大企業、中小企業ともに約27％が新卒採用の
増加を予定しているが、中小企業では未定も多い

◆新卒採用を増加させる企業は
人材不足感が強い

◆人手が不足する企業でも、売上高の見込みが悪い企業は新卒採用を
「増やす」企業の割合はやや低く、逆に「未定」とする割合はやや高くなる

【
売
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通
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❹ 府内企業のデジタル化の取組み
中小企業にデジタル化の遅れがみられるが、高度なデジタル化に意欲を示す企業も少なくない。またデジタル技術を幅広く導入する企業ほどその効果を実感。
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（単位：％）

◆中小企業は、大企業に比べてデジタル技術導入に遅れがみられるが、高度なデジタル技術の
導入に意欲的な中小企業は少なくない

府内企業によるデジタル技術導入の現状と今後 デジタル技術導入の効果
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◆デジタル化は、生産性向上や働き方改革に効果があるとみられている
◆デジタル技術を幅広く導入する企業ほど効果を実感している

（デジタル技術等の導入個数（※）別）
※p41に示す各デジタル技術の導入個数別に効果を集計

管理システム オンライン 高度なデジタル技術

現状に対し導入に
意欲的な企業が多い

（単位：％）
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❺ 府内企業の事業再構築の取組み
事業再構築に取り組む企業は、コロナ禍などの各種の社会事象から悪影響を受けている企業が多いが、売上高については明るい見通しを持っている傾向がある。
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（単位：％）

◆2020年4月以降に事業再構築を実施した府内企業は、
大企業で41.3％、中小企業で25.3％、小規模事業者では
17.0％
◆業種別では、コロナ禍以降、業績悪化が顕著であった業
種で実施率が高い

事業再構築の実施と各種の社会事象

（単位：％）

◆事業再構築を実施する企業の社会事象の影響度平均値
は、全ての項目で、未実施企業を下回っていることから、実施
企業は社会事象から悪影響を受けている傾向がある

≪事業再構築（※）の実施状況≫

（企業規模別）

（業種別の実施率）

実施率(%)

宿泊業(n=19) 47.4

飲食サービス業(n=152) 40.8

卸売業(n=329) 33.1

製造業(n=755) 32.6

教育、学習支援業(n=34) 32.4

生活関連サービス業、娯楽業(n=114) 31.6

情報通信業(n=89) 28.1

小売業(n=283) 26.5

金融業、保険業(n=19) 26.3

学術研究、専門・技術サービス業(n=150) 22.0

医療、福祉(n=251) 19.1

不動産業、物品賃貸業(n=128) 17.2

建設業(n=273) 16.8

その他のサービス業(n=233) 16.3

運輸業、郵便業(n=211) 15.2

※事業再構築とは、新分野進出（新市場参入、新商品等の導入）、業種転換、業態
転換（提供・製造方法の変更）、事業再編（合併・買収、分社化、事業譲渡）など

事業再構築の実施と売上高の見通し

（大企業）

（中小企業）

（うち小規模事業者）
※６つの社会事象の影響度について、好影響がある＝５、やや
好影響がある＝４、特に影響はない＝３、やや悪影響がある＝
２、悪影響がある＝１として、事業再構築の実施有無別に平均
値を算出し、その差を統計的に検定。

◆企業規模を問わず、未実施企業に比べ、事業再
構築の実施企業は、売上高増加の見通しを持つ割
合が高く、加えて中小企業では実施企業の方が
「減少」の割合が低いことから、実施企業の方が売
上の見通しが明るい傾向があることがわかった

（X２=2.374,df=２,p<.05)

（X２=41.360,df=２,p<.05)

（X２=8.701,df=２,p<.05)

事業再構築

の実施有無
度数

社会的事象の

影響度の平均値

（※）

有意確率

(注)

実施 777 1.85 p<.05

未実施 2195 1.96

実施 775 2.24 p<.05

未実施 2181 2.34

実施 766 2.30 n.s.

未実施 2155 2.35

実施 771 1.99 p<.05

未実施 2173 2.20

実施 775 2.15 p<.05

未実施 2175 2.29

実施 782 1.56 p<.05

未実施 2183 1.78

注）　P<.05:５％水準で統計的に有意　　　n.s.:統計的有意差は認められない
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Ⅰ 業績の状況
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【販売先別】【企業規模別】

【コロナ禍以降に売上高が減少している企業が多く、企業規模では小規模ほど、販売先別ではBtoCにおいて減少傾向が強い】

◆府内企業の売上高は、コロナ禍の影響が強まった2020年度に6割弱が減少、2021年度はやや持ち直すも過半数の企業はコロナ禍以前よりも低水準にある

◆ 企業規模別の売上高では、大企業に比べ中小企業、特に小規模事業者で減少する企業割合が高く、回復も遅れている

◆販売先別では、BtoCの4割超で売上高が2割以上減少しており、BtoBよりも落ち込みが大きく、回復も遅れている

Ⅰ-1 府内企業の売上高の推移 ①
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≪売上高指数（※）の推移≫ ※売上高指数：売上高について、2019年度を「100」とした場合の2020年度・2021年度の値

（単位：％）
（単位：％）

（単位：％）

【全体】
減少 増加
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日用品

理美容・化粧品、美容サービス

医療、医薬、医療機器、ヘルスケア

衣料品・装飾品

観光、レジャー、ホテル、旅客運送

学校・教育、学生向け商品・サービス等

イベント、冠婚葬祭

自動車
情報・通信機器・サービス

環境、エネルギー、化学、資源

産業用・民生用機械、電気機器等の耐久財

インフラ工事、インフラ設備
住宅、住宅設備、オフィスビル・テナント

金融、保険、シンクタンク、調査、公的機関
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建設業
製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

金融業、保険業
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卸売業
小売業

宿泊業

飲食サービス業

教育、学習支援業

医療、福祉

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

その他のサービス業
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60

70

80

90

100

110

120

130
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【業種別】

【行動規制の影響を受けやすい業種や分野では、売上高が減少している企業が多く、回復の遅れも顕著】

◆業種別の売上高では、「宿泊業」、「飲食サービス業」、「教育、学習支援業」、「生活関連サービス業、娯楽業」は、2020年度に減少する企業の割合が高く、

2021年度も引き続き低調に推移しており回復が遅れている

◆分野別では、2020年度に、「外食」、「観光、レジャー、ホテル、旅客運送」をはじめ、「イベント、冠婚葬祭」、「学校・教育、学生向け商品・サービス等」、「衣料品・

装飾品」、「理美容・化粧品・美容サービスが」が大きく落ち込むが、このうち 「外食」、「観光、レジャー、ホテル、旅客運送」は2021年度も低調に推移

Ⅰ-２ 府内企業の売上高の推移 ②
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【分野別】

≪売上高指数（※）の推移≫ ※売上高指数：売上高について、2019年度を「100」とした場合の2020年度・2021年度の値

（基準値）

（基準値）



1.1
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20.1

17.2

23.8

32.0

31.0

36.9

35.0

44.3

27.0

12.2

6.3

1.9

0.8

大企業

(n=174)

中小企業

(n=2824)

うち小規模

事業者

(n=532)

大幅に減少 やや減少 概ね横ばい やや増加 大幅に増加

15.0

7.0

25.6

21.5

32.1

39.0

25.5

30.1

1.8

2.4

BtoC

(n=894)

BtoB

(n=1853)

大幅に減少 やや減少 概ね横ばい やや増加 大幅に増加

9.9 23.4 36.6 28.0 2.2全体(n=3005)

大幅に減少 やや減少 概ね横ばい やや増加 大幅に増加

【全体】

【売上高の見通しは、全体では増加と減少は約3割と同水準であるが、小規模事業者は5割超が減少と厳しい状況を想定】

◆府内企業の、今後1年程度の売上高の見通しは、「増加」30.2％、「横ばい」36.6％、「減少」33.3％とやや減少が多い

◆企業規模別では、大企業は「増加」が約5割、「減少」は2割未満であるのに対し、中小企業では「減少（34.2％）」が「増加（28.9％）」を上回っており、特に

小規模事業者は、「減少」が5割超と、小規模なほど売上高の見通しが悪い傾向がみられる

◆販売先別では、 BtoBに比べBtoCの方が売上高の見通しが悪い傾向がみられる

Ⅰ-３ 府内企業の売上高の今後1年程度の見通し ①
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【企業規模別】 【販売先別】

（単位：％）

（単位：％） （単位：％）

≪売上高の見通し≫

減少：３３．３％ 増加：３０．２％
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0.0

38.6

20.5
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23.5
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26.3
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17.6
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30.3

32.6
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33.0

38.3

42.7

35.4
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27.0
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38.0

29.9
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21.1

37.2
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3.0
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2.8

学校・教育、学生向け商品・サービス等(n=44)

外食(n=185)

情報・通信機器・サービス(n=89)

イベント、冠婚葬祭(n=51)

衣料品・装飾品(n=137)

日用品(n=358)

医療、医薬、医療機器、ヘルスケア(n=214)

住宅、住宅設備、オフィスビル・テナント(n=393)

自動車(n=164)

理美容・化粧品、美容サービス(n=90)

観光、レジャー、ホテル、旅客運送(n=107)

インフラ工事、インフラ設備(n=190)

産業用・民生用機械、電気機器等の耐久財(n=261)

環境、エネルギー、化学、資源(n=85)

金融、保険、シンクタンク、調査、公的機関(n=36)

大幅に減少 やや減少 概ね横ばい やや増加 大幅に増加
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24.8

25.0

11.7

10.3

13.3

7.9

7.5

4.9

8.4

6.8

6.2

4.4

0.0

42.4

29.7

21.6

15.0

27.7

29.0

21.2

25.2

25.2

26.6

22.9

19.7

18.5

16.7

21.1

24.2

28.3

26.8

15.0

38.3

37.7

33.6

41.7

42.5

36.5

53.4

31.1

38.5

40.0

47.4

12.1

23.2

22.2

40.0

20.8

22.6

31.9

22.5

22.6

30.0

13.0

39.4

34.1

36.7

31.6

0.0

1.4

4.6

5.0

1.5

0.4

0.0

2.6

2.2

2.0

2.3

3.1

2.7

2.2

0.0

教育、学習支援業(n=33)

小売業(n=293)

飲食サービス業(n=153)

宿泊業(n=20)

建設業(n=264)

医療、福祉(n=252)

生活関連サービス業、娯楽業(n=113)

学術研究、専門・技術サービス業(n=151)

その他のサービス業(n=226)

運輸業、郵便業(n=203)

不動産業、物品賃貸業(n=131)

卸売業(n=325)

製造業(n=728)

情報通信業(n=90)

金融業、保険業(n=19)

大幅に減少 やや減少 概ね横ばい やや増加 大幅に増加

【対面サービス中心の業種では、売上高について依然として厳しい見通しを持っているが、観光関連分野では明るい見通しを持つ企業が増えている】

◆業種別では、「教育、学習支援業」では6割超、「小売業」、「飲食サービス業」、「宿泊業」では、4割以上が売上高の減少を見込んでおり、対面サービスが中心

となる業種では厳しい見通しを持つ企業が多い

◆分野別では、「学校・教育、学生向け商品・サービス等」で6割超、「外食」で4割超が売上高の減少を見込んでいるが、「観光、レジャー、ホテル、旅客運送」では

46.7％ が「増加」、「環境、エネルギー、化学、資源」では49.5%が「増加」と明るい通しを持つ企業が多い

Ⅰ-４ 府内企業の売上高の見通し ②
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【業種別】 【分野別】（単位：％） （単位：％）



22.8

42.1

37.5

33.8

13.8

21.6

20.0

16.2

28.8

22.8

24.5

34.0

16.7

17.2

19.4

29.7

48.3

35.2

38.0

32.2

69.5

61.2

60.6

54.1

2019年度(n=898)

2020年度(n=901)

2021年度(n=901)

今後の見通し(n=882)

2019年度(n=1871)

2020年度(n=1880)

2021年度(n=1880)

今後の見通し(n=1839)

B
to

C
B

to
B

赤字 収支トントン 黒字

10.7

19.7

12.8

6.9

17.2

29.1

26.9

23.0

19.2

40.1

43.0

37.7

6.2

3.9

7.8

18.4

22.2

20.4

22.7

32.6

36.4

28.4

28.6

39.9

83.1

76.4

79.3

74.7

60.6

50.5

50.5

44.4

44.4

31.6

28.4

22.4

2019年度(n=178)

2020年度(n=178)

2021年度(n=179)

今後の見通し(n=174)

2019年度(n=2837)

2020年度(n=2852)

2021年度(n=2852)

今後の見通し(n=2794)

2019年度(n=527)

2020年度(n=529)

2021年度(n=532)

今後の見通し(n=531)

大
企

業
中

小
企

業
う
ち

小
規

模
事

業
者

赤字 収支トントン 黒字

【販売先別】
【企業規模別】

【コロナ禍後に府内企業の収益性は悪化し、その後、改善傾向にあるものの、未だコロナ禍前の水準には戻っていない】

◆府内企業の収益状況は、コロナ禍に入った２０２０年度に「赤字」の割合が増加し、その後、改善傾向にあるものの依然として2019年の水準には戻っていない

◆ 企業規模別では、いずれの規模でも収益は改善傾向にあるが、小規模になるほど「赤字」の割合が高く、回復にも遅れがみられる

◆販売先別では、BtoBに比べ、BtoCの方が「赤字」の割合が高い傾向がある

Ⅰ-５ 府内企業の収益の推移 ①
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【全体】

（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）

≪収益の推移≫
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【業種別の赤字率の推移】 ※赤字率：経常損益がマイナスである企業の割合

【コロナ禍に入り対面サービスが中心となる業種や分野の企業で収益性が悪化しており、それらの業種、分野では未だ回復に至っていない企業も多い】

◆業種別では、2020年度は、「宿泊業」、「飲食サービス業」、「教育、学習支援業」、「生活関連サービス業、娯楽業」など対面サービスが中心となる業種の

多くの企業が「赤字」に転じ、その後、「生活関連サービス業、娯楽業」は改善しつつあるが、その他の3業種は依然として収益性が悪い状況が続いている

◆分野別では、「学校・教育、学生向け商品・サービス等」、「外食」、「観光、レジャー、ホテル、旅客運送」、「イベント、冠婚葬祭」で、2020年度に「赤字」の割合

が急増し、その後、改善の見通しが立ちつつあるものの「学校・教育、学生向け商品・サービス等」、「外食」は回復の動きが鈍い傾向がある

Ⅰ-６ 府内企業の収益の推移 ②
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（単位：％） （単位：％）

【分野別の赤字率の推移】
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悪影響がある やや悪影響がある 特に影響はない やや好影響がある 好影響がある

38.6

34.3

39.0

39.0

35.9

35.4

36.0

35.1

20.4

24.7

20.0

23.0

3.9

4.5

3.8

2.0

1.2

1.1

1.2

0.7

全体(n=3051)

大企業(n=178)

中小企業(n=2866)

うち小規模事業者(n=538)

悪影響がある やや悪影響がある 特に影響はない やや好影響がある 好影響がある

≪a.新型コロナウイルスによる消費変動の影響≫

【コロナ禍による需要減退は多くの府内企業に悪影響を及ぼしており、また中国のゼロコロナ政策による都市封鎖は貿易関連業務に悪影響が出ている】

◆新型コロナウイルスのよる消費変動は、府内企業の74.5％に悪影響（やや悪影響を含む）を及ぼしており、特に「宿泊業」、「飲食サービス業」、「生活関連サー

ビス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「医療、福祉」などでその傾向が強い

◆コロナ禍に関連した中国のゼロコロナ政策による都市封鎖は、全体で約5割の企業に悪影響を及ぼしており、企業規模別では規模が大きいほどその傾向がやや

強く、また業種別では、「卸売業」、「宿泊業」、「製造業」、「運輸業、郵便業」など貿易やインバウンド消費に関わる業種に強く影響を及ぼしている

Ⅰ-７ 各種の社会事象の影響 ①
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宿泊業(n=20) 100.0

飲食サービス業(n=159) 93.1

生活関連サービス業、娯楽業(n=117) 87.2

教育、学習支援業(n=36) 86.1

医療、福祉(n=249) 82.7

運輸業、郵便業(n=207) 79.2

小売業(n=291) 79.0

卸売業(n=331) 75.5

≪ｂ.中国のゼロコロナ政策による都市封鎖の影響≫

【全体・企業規模別】 【全体・企業規模別】（単位：％） （単位：％）

卸売業(n=330) 76.1

宿泊業(n=19) 68.4

製造業(n=740) 67.0

運輸業、郵便業(n=203) 65.0

小売業(n=288) 49.0

飲食サービス業(n=155) 47.1

建設業(n=267) 44.9

その他のサービス業(n=233) 35.2

【業種別】

「悪影響がある」「やや悪影響がある」の合計割合の上位8業種

【業種別】

「悪影響がある」「やや悪影響がある」の合計割合の上位8業種

（単位：％） （単位：％）

悪影響



20.1

16.3

20.4

18.9

36.1

43.3

35.7

27.7

42.5

39.9

42.7

52.2

0.9

0.6

0.9

1.0

0.4

0.0

0.4

0.2

全体(n=3015)

大企業(n=178)

中小企業(n=2830)

うち小規模事業者

(n=519)

悪影響

がある

やや悪影響

がある

特に影響

はない

やや好影響

がある

好影響

がある

27.5

23.7

27.8

21.9

33.9

37.9

33.7

30.4

35.5

33.3

35.6

44.3

2.4

4.5

2.2

3.1

0.7

0.6

0.7

0.4

全体(n=3009)

大企業(n=177)

中小企業(n=2825)

うち小規模事業者

(n=517)

悪影響

がある

やや悪影響

がある

特に影響

はない

やや好影響

がある

好影響

がある

20.2

23.9

20.0

18.3

26.9

29.5

26.7

18.5

51.5

45.5

51.9

61.4

0.9

1.1

0.9

1.0

0.4

0.0

0.5

0.8

全体(n=2982)

大企業(n=176)

中小企業(n=2799)

うち小規模事業者

(n=508)

悪影響

がある

やや悪影響

がある

特に影響

はない

やや好影響

がある

好影響

がある

≪c.調達困難の影響≫

【府内企業は、各種の社会現象により悪影響を受けているが、大企業ほどその傾向が強い】

◆府内企業の47.1％が、資材等の調達困難による悪影響を受けており、業種では「製造業」、「建設業」、「運輸業、郵便業」でその割合が高い

◆急激な円安により、府内企業の6割超が悪影響を受けており、業種では「飲食サービス業」、「卸売業」、「製造業」でその割合が高い

◆ロシア・ウクライナ情勢により、府内企業の56.2％に悪影響を受けており、業種では「宿泊業」、「飲食サービス業」、「製造業」でその割合が高い

◆いずれの社会的事象においても、企業規模別では大企業ほど悪影響を受けている割合が高い傾向がある

Ⅰ-８ 各種の社会事象の影響 ②
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≪d.急激な円安の影響≫

【全体・企業規模別】 【全体・企業規模別】

【業種別】

「悪影響がある」「やや悪影響がある」の合計割合の上位8業種

（単位：％） （単位：％）

≪e.ロシア・ウクライナ情勢の影響≫

【全体・企業規模別】（単位：％）

製造業(n=730) 60.8

建設業(n=264) 59.8

運輸業、郵便業(n=203) 59.1

卸売業(n=327) 55.4

宿泊業(n=19) 52.6

情報通信業(n=92) 44.6

飲食サービス業(n=148) 41.2

その他のサービス業(n=231) 41.1

飲食サービス業(n=151) 83.4

卸売業(n=330) 79.1

製造業(n=730) 74.8

運輸業、郵便業(n=206) 69.9

小売業(n=289) 66.4

宿泊業(n=19) 57.9

建設業(n=266) 56.0

情報通信業(n=92) 51.1

【業種別】

「悪影響がある」「やや悪影響がある」の合計割合の上位8業種

【業種別】

「悪影響がある」「やや悪影響がある」の合計割合の上位8業種

（単位：％） （単位：％） （単位：％）宿泊業(n=19) 84.2

飲食サービス業(n=152) 78.3

製造業(n=738) 72.9

運輸業、郵便業(n=206) 68.9

卸売業(n=330) 67.3

建設業(n=266) 56.8

小売業(n=287) 55.7

その他のサービス業(n=233) 39.9



11.1

16.3

31.7

20.8

31.0

34.2

68.1

52.7

34.2

概ね価格転嫁できている

(n=288)

一部、価格転嫁できている

(n=1000)

ほとんど価格転嫁できていない

(n=975)

赤字 収支トントン 黒字

12.9

12.7

12.9

9.7

44.1

54.2

43.5

35.2

43.0

33.1

43.6

55.1

全体(n=2346)

大企業(n=142)

中小企業(n=2200)

うち小規模事業者(n=352)

概ね価格転嫁できている 一部、価格転嫁できている ほとんど価格転嫁できていない

50.4

44.6

50.7

40.6

28.9

36.7

28.4

29.1

18.5

16.4

18.6

27.8

1.5

1.7

1.5

1.3

0.8

0.6

0.8

1.1

全体(n=3035)

大企業(n=177)

中小企業(n=2851)

うち小規模事業者(n=525)

悪影響がある やや悪影響がある 特に影響はない やや好影響がある 好影響がある

≪f.仕入価格高騰の影響≫

【府内企業の約８割が仕入価格の高騰による悪影響を受けており、そのうち4割超が価格転嫁が出来ておらず、収益性に不安を抱える企業も多い】

◆仕入価格の高騰は、府内企業の79.3％に悪影響を及ぼしており、業種別では、「飲食サービス業」、「宿泊業」、「製造業」、「卸売業」で9割以上の企業が悪影

響を受けている

◆仕入価格の高騰に直面する企業のうち43.0％がほとんど価格転嫁できておらず、企業規模が小規模になるほどその傾向が強くなる

◆仕入価格高騰に対する価格転嫁が出来ていない企業の3割超が経常利益を赤字になるとの見通しを持っている傾向がある

Ⅰ-９ 各種の社会事象の影響 ③
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【全体・企業規模別】
（単位：％）

飲食サービス業(n=156) 95.5

宿泊業(n=19) 94.7

製造業(n=744) 93.4

卸売業(n=330) 91.8

建設業(n=268) 86.6

小売業(n=290) 83.8

運輸業、郵便業(n=207) 83.6

生活関連サービス業、娯楽業(n=113) 75.2

≪仕入価格高騰の影響を受けている企業の価格転嫁の状況≫

【全体・企業規模別】

≪価格転嫁の状況と利益の関係≫

【業種別】
「悪影響がある」「やや悪影響がある」の合計割合の上位8業種

（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）

（X２=152.423,df=４,p<.05)



Ⅱ 資金繰りの状況



8.1 

32.0 

53.3

38.8

38.5 

29.2 

2021年度

(n=2632)

2022年度

(n=3059)

余裕 適正 不足

5.6

11.1

18.1

23.1

17.4

21.9

23.9

32.4

29.9

40.5

39.6

22.0

55.0

42.4

49.1

16.7

22.2

32.8

29.5

41.0

39.8

43.1

42.3

44.9

35.9

37.6

56.1

25.0

39.1

37.0

77.8

66.7

49.1

47.4

41.6

38.2

33.0

25.4

25.2

23.6

22.8

22.0

20.0

18.5

13.9

宿泊業(n=18)

教育、学習支援業(n=36)

生活関連サービス業、娯楽業(n=116)

飲食サービス業(n=156)

小売業(n=293)

医療、福祉(n=251)

運輸業、郵便業(n=209)

建設業(n=272)

その他のサービス業(n=234)

製造業(n=746)

学術研究、専門・技術サービス業(n=149)

不動産業、物品賃貸業(n=132)

金融業、保険業(n=20)

情報通信業(n=92)

卸売業(n=330)

余裕 適正 不足

3.6 

15.4 

39.4

34.6

57.0 

50.0 

2021年度

(n=525)

2022年度

(n=534)

余裕 適正 不足

7.9 

31.1 

52.4

38.7

39.7 

30.2 

2021年度

(n=2497)

2022年度

(n=2873)

12.5 

45.3 

71.1

41.3

16.4 

13.4 

2021年度

(n=128)

2022年度

(n=179)

【府内企業の資金不足感は改善傾向にあるが、小規模事業者や業績悪化が顕著な業種では依然として資金不足感が強い】

◆全体では、資金が「不足」する企業は29.2％と、２０２１年度から９．３ポイント減少しており、府内企業の資金繰りは改善している

◆企業規模別では、いずれも「不足」の割合は減少しているが、中小企業は約3割、小規模事業者は約5割と大企業に比べ資金不足感が強い

◆業種別では、「宿泊業」、「教育、学習支援業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「飲食サービス業」といった業績悪化が顕著な業種で資金不足感が強い

Ⅱ-１ 資金の過不足感
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【全体】

（単位：％）

【企業規模別】 【業種別】

（大企業）

（中小企業）

（うち小規模事業者）

（単位：％）

（単位：％）

※2021年度のデータの出所は、2021年7月実施の大
阪府「新型コロナウイルス感染症の影響下における府
内企業の実態調査」、2021年9月15日。



60.3

34.3

20.5

8.4

61.9

28.4

14.9

10.3

新型コロナウイルス感染症対応資金

〔SN4、５号又は危機関連保証制度〕

新型コロナウイルス感染症対応緊急資金

〔SN4、５号又は一般保証制度〕

新型コロナウイルス感染症対策資金

〔危機関連保証制度〕

新型コロナウイルス感染症伴走支援型資金

〔SN４、５号又は一般保証制度〕

中小企業(n=1175)

うち小規模事業者(n=194)

44.4

39.6

55.6

60.4

中小企業

(n=2876)

うち小規模事業者

(n=538)

活用した 活用していない

【府内中小企業の約4割がコロナ関連の制度融資により資金を調達し、主に既存事業の運転資金に活用している】

◆府内の中小企業の4割超がコロナ関連の制度融資を活用

◆コロナ関連の制度融資活用企業のうち約6割がゼロゼロ融資と言われる新型コロナウイルス感染症対応資金を活用

◆調達した資金の使途は、大多数の8割超が既存事業の運転資金としており、このほか既存事業の設備資金や今後の備えが約2割であった

Ⅱ-２ コロナ関連の制度融資活用状況（中小企業のみ集計）
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【コロナ関連制度融資の活用状況】 【コロナ関連制度融資による調達資金の主な使途】

（単位：％）
（単位：％）

【活用したコロナ関連制度融資】
（単位：％）

82.7

20.9

19.0

8.2

6.0

3.6

3.1

0.3

0.5

88.2

10.0

19.9

7.1

10.4

4.7

2.4

0.5

0.5

既存事業の運転資金

当座の使途はなく、今後の備え

既存事業の設備資金

既存債務の無利子、低金利への借り換え

新商製品・サービス導入のため

業種や業態の転換のため

新市場参入のため

事業再編のため

その他

中小企業(n=1274)

うち小規模事業者(n=211)



27.9

26.9

7.2

5.0

3.7

5.0

61.2

63.0

中小企業

(n=696)

うち小規模事業者

(n=119)

据置期間終了、

返済開始

据置期間中

に返済

据置期間

を延長

据置期間中

で返済していない

52.3

29.7

39.2

63.5

8.6

6.8

中小企業(n=421)

うち小規模事業者

(n=74)

返済に不安はない 返済に少し不安がある 返済は厳しい

37.4

45.5

58.0

83.4

44.0

45.5

37.9

15.8

18.6

9.0

4.1

0.8

2割未満(n=361)

2割～5割未満(n=354)

5割～8割未満(n=269)

8割以上(n=265)

返済に不安はない 返済に少し不安がある 返済は厳しい

53.9

32.5

37.2

54.7

8.9

12.7

中小企業

(n=1259)

うち小規模事業者

(n=212)

返済に不安はない 返済に少し不安がある 返済は厳しい

29.0

38.9

28.2

29.4

21.7

17.5

21.1

14.2

中小企業

(n=1257)

うち小規模事業者

(n=211)

2割未満 2割～5割未満 5割～8割未満 8割以上

【コロナ制度融資を活用した府内中小企業の半数近くが、返済に厳しさや不安を抱えており、特に小規模事業者でその傾向が顕著】

◆コロナ関連の制度融資による調達資金の残高が８割以上である中小企業の8割超は返済に不安はないが、残高が2割未満では、2割弱が「返済が厳しい」と

考えており、不安を抱える企業が6割を超えている

◆ゼロゼロ融資を活用した中小企業の約6割がまだ据置期間中であるが、そのうちの４７．８％が返済に不安があり、小規模事業者ではその割合は約7割となる

Ⅱ-３ コロナ関連の制度融資の返済（中小企業のみ集計）
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【コロナ関連制度融資の返済の見通し】

【新型コロナウイルス感染症対応資金（ゼロゼロ融資）活用企業の返済状況】

（単位：％）
（単位：％）

【コロナ関連制度融資による調達資金の残高】

（単位：％）

（単位：％）

【コロナ関連制度融資の調達資金残高と返済の見通し（中小企業）】

【ゼロゼロ融資の据置期間中である企業の返済見通し】

（単位：％）

注）他のコロナ関連制度融資を重複活用する企業が一部含まれており、
その企業の場合は、全ての制度融資について返済の見通し



48.1

54.4

51.9

45.6

中小企業

(n=1111)

うち小規模事業者

(n=180)

活用したことがある 活用したことはなかった 37.7

4.5

1.4

3.1

1.6

54.6

50.6

2.6

2.6

7.8

1.3

39.0

よく知らなかった

条件が良くなかった

申し込んだが断られた

手続きが面倒だから

その他

必要がなかった

中小企業(n=557)

うち小規模事業者(n=77)

【コロナ関連制度融資の活用企業の約半数はこれまでに制度融資の活用経験がなかった】

◆コロナ関連の制度融資を活用した中小企業の約半数は、これまで制度融資を活用したことがなかった

◆これまで制度融資を活用してこなかった理由は、中小企業では「必要がなかった（５４．６％）」が最も多く、次に「よく知らなかった（３７．７％）」とする企業が多い

が、小規模事業者のみでは、「よく知らなかった（５０．６％）」が過半数を占める

Ⅱ-4 制度融資の活用実績（中小企業のみ集計）
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【コロナ関連制度融資以前の制度融資活用実績】 【これまで活用したことない理由】

（単位：％）

（単位：％）



Ⅲ 雇用の状況



【全体】 【企業規模別（2022年度）】

2022年度 59.4 大企業(n=179) 62.6

2021年度 36.1 中小企業(n=2831) 59.3

2020年度 28.2 うち小規模事業者(n=515) 37.9

【業種別（2022年度）】

情報通信業(n=92) 75.0 生活関連サービス業、娯楽業(n=112) 57.1

建設業(n=269) 74.7 製造業(n=731) 56.6

その他のサービス業(n=235) 73.6 学術研究、専門・技術サービス業(n=152) 49.3

飲食サービス業(n=147) 68.7 卸売業(n=328) 48.5

運輸業、郵便業(n=206) 67.0 金融業、保険業(n=20) 30.0

医療、福祉(n=252) 66.3 教育、学習支援業(n=35) 22.9

宿泊業(n=20) 65.0 不動産業、物品賃貸業(n=127) 22.0

小売業(n=286) 60.1

8.9

13.3

17.4

34.4

35.4

45.8

41.6

38.6

33.0

12.6

11.0

3.3

2.4

1.6

0.5

2020年度

(n=2586)

2021年度

(n=2632)

2022年度

(n=3017)

不足 やや不足 充足 やや過剰 過剰

※人材不足DI＝「不足」と「やや不足」の割合の合計から 「やや余剰・過剰」と「余剰・過剰」の
割合の合計を引いたもので、値が大きくなるほど人手不足感が強い。

【府内企業の人手不足感は昨年よりも強まっている】

◆人手不足感を持つ府内企業は６３．２％と、昨年から14.５ポイント上昇し、同様に人材不足DIも昨年から上昇するなど、府内企業の人手不足感が強まっている

◆企業規模別の人材不足DIは、大企業（62.6）と同様に中小企業（５９．６）も高い水準にあり人手不足感が強い

◆業種別では、「情報通信業」、「建設業」で人手不足感が強いが、業績悪化が顕著な「宿泊業」、「飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」なども

人材が不足すると認識する企業が多い

Ⅲ-１ 雇用の現状 【人手不足感】
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【人材の過不足感】 【人材不足DI】

（単位：％）

（単位：％）

※各年度のデータの出所。
2020年度：大阪府「新型コロナウイルス感染症に関する府内企業の実態調査」、2020

年8月31日。
2021年度： 大阪府「新型コロナウイルス感染症の影響下における府内企業の実態調
査」、2021年9月15日。

不足：６３，２％



1.1

2.4

6.2

3.9

5.7

4.0

27.0

28.3

15.3

35.4

44.6

70.4

30.9

17.1

3.0

1.7

1.9

1.2

大企業

(n=178)

中小企業

(n=2795)

うち小規模事業者

(n=503)

減少

(50%以上)

減少

(20％以上

～50％未満)

減少

(20％未満)

変化なし 増加

(20％未満)

増加

(20％以上)

2.3

1.9

2.9

2.3

5.6

4.4

5.0

2.9

28.2

26.3

22.4

14.2

44.1

46.4

56.0

65.5

18.0

19.1

11.8

13.2

1.9

1.9

1.9

1.9

従業者全体

(n=2979)

正規雇用

(n=2794)

非正規雇用

（パート・アルバイト）

(n=2323)

非正規雇用

（契約・嘱託等）

(n=1834)

減少

(50%以上)

減少

(20％以上

～50％未満)

減少

(20％未満)

変化なし 増加

(20％未満)

増加

(20％以上)

≪従業者の変化≫ コロナ禍前（2019年7月）に比べた現在（2022年7月）の状況
※各雇用形態について、もともと採用していない企業は集計から除く

【コロナ禍以前に比べ、従業者数が減少している企業が多く、大企業よりも中小企業、特に小規模事業者ほどその傾向が強い】

◆コロナ禍前と比べた従業者数は、正規雇用、非正規雇用のいずれにおいても「減少」企業が多い

◆正規雇用は、非正規雇用に比べ、「減少」企業が多いが、同時に「増加」企業も多く、従業者数の変動が大きい

◆企業規模別では、大企業では、「増加（32.6％）」が「減少（32.0％）」を上回っているが、中小企業、小規模事業者では「減少」の割合が高い

Ⅲ-２ 雇用の現状 【コロナ禍以前との比較①】
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【雇用形態別】 【企業規模別（従業者全体）】

（単位：％）（単位：％）減少 増加



15.0

7.8

8.3

0.5

3.0

2.5
1.6

1.2

0.0

3.0
0.6

1.1

5.3

2.0

5.6

30.0

14.2

11.9

5.8

7.2

7.4

7.3

4.8

4.3

3.0

2.5

1.9

5.3

2.6

0.8

20.0

35.5

29.4

38.3

32.8

28.3

28.7

28.1

29.3

27.3

28.9

27.1

15.8

18.4

8.0

30.0

34.0

40.4

33.0

35.3

47.7

43.7

42.1

32.6

51.5

46.8

47.0

52.6

56.6

76.0

5.0

7.1

10.1

20.4

20.0

12.7

14.6

22.6

28.3

12.1

19.7

21.1

10.5

18.4

7.2

0.0

1.4

0.0

1.9

1.7

1.4

4.0

1.1

5.4

3.0

1.5

1.9

10.5

2.0

2.4

宿泊業(n=20)

飲食サービス業(n=141)

生活関連サービス業、娯楽業(n=109)

運輸業、郵便業(n=206)

その他のサービス業(n=235)

小売業(n=283)

医療、福祉(n=247)

製造業(n=722)

情報通信業(n=92)

教育、学習支援業(n=33)

卸売業(n=325)

建設業(n=266)

金融業、保険業(n=19)

学術研究、専門・技術サービス業(n=152)

不動産業、物品賃貸業(n=125)

減少

(50%以上)

減少

(20％以上

～50％未満)

減少

(20％未満)

変化なし 増加

(20％未満)

増加

(20％以上)

≪従業者の変化≫コロナ禍前（2019年7月）に比べた現在（2022年7月）の状況
※各雇用形態について、もともと採用していない企業は集計から除く

【業績悪化が顕著な業種ではコロナ禍前に比べ従業者数が減少している企業が多い】

◆業績悪化が顕著であった「宿泊業」、「飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」では、コロナ禍前に比べ多くの企業で従業者数が減少

◆人材不足DIが高水準にあり、人手不足感が強い「情報通信業」では、「減少」と「増加」が同程度であった

Ⅲ-３ 雇用の現状 【コロナ禍以前との比較②】
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【業種別（従業者数全体）】 （単位：％）



27.7

27.3

23.3

57.2

35.2

10.5

3.0

3.1

0.0

1.8

4.5

10.5

10.2

29.8

55.8

大企業(n=166)

中小企業

(n=1342)

うち小規模事業者

(n=86)

増やす 前年並み 減らす 採用中止 未定

27.3

36.3

26.9

14.6

37.8

29.3

31.8

33.1

3.1

1.7

3.1

3.7

4.2

2.5

2.7

3.2

27.6

30.3

35.5

45.4

正規:新卒採用

(n=1512)

正規:中途採用

(n=2195)

非正規：

パート・アルバイト

(n=1769)

非正規：

契約・嘱託等

(n=1312)

増やす 前年並み 減らす 採用中止 未定

≪2022年度の採用予定（新卒採用のみ2023年4月採用予定）≫
※各採用形態について、もともと採用予定のない企業は集計から除く

【府内企業の約3分の２は、正規雇用（新卒及び中途）の採用を前年並みかそれ以上と予定している】

◆2022年の採用数を「増やす」府内企業は、新卒は27.3％、中途採用は３６．３％であり、それぞれ「前年並み」を加えると全体の約65％が前年並みかそれ以上

の新卒及び中途の採用を予定

◆企業規模別の新卒採用予定では、「増やす」企業の割合は、大企業と中小企業で同程度

Ⅲ-４ 採用予定①
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【採用形態別】

（単位：％）

【規模別の新卒採用予定】

（単位：％）「増やす」＋「前年並み」



≪2022年度の採用予定（新卒採用のみ2023年4月採用予定）≫
※新卒採用予定がもともとない企業は集計から除く

【新卒採用に意欲的であるのは、人手不足感の強い業種や、コロナ禍以降に業績が悪化し従業者数が減少した業種】

◆新卒採用を「増やす」予定の企業が多い業種は、人手不足感の強い「建設業（３８．２％）」、「情報通信業（３６．６％）」などであり、加えて、コロナ禍以降に業績

悪化が顕著で従業者数が減少した「飲食サービス業（37.1％）」、「生活関連サービス業、娯楽業（30.4％）」も、採用に意欲的である

◆分野別では、「情報・通信機器・サービス（40.0％）」、「理美容・化粧品、美容サービス（34.1％）」、「外食(33.8％)」などが新卒採用に意欲的である。

Ⅲ-５ 採用予定②

30

【分野別の新卒採用予定】【業種別の新卒採用予定】

※サンプル数が10未満は対象外。

「増やす」の上位５分野 （単位：％）

情報・通信機器・サービス(n=55) 40.0

理美容・化粧品、美容サービス(n=44) 34.1

外食(n=77) 33.8

産業用・民生用機械、電気機器等の耐久財(n=141) 31.2

住宅、住宅設備、オフィスビル・テナント(n=191) 30.4

「減らす」＋「採用中止」の上位5分野 （単位：％）

理美容・化粧品、美容サービス(n=44) 18.2

イベント、冠婚葬祭(n=25) 16.0

学校・教育、学生向け商品・サービス等(n=21) 14.3

医療、医薬、医療機器、ヘルスケア(n=99) 13.1

情報・通信機器・サービス(n=55) 9.1

「増やす」の上位５業種 （単位：％）

建設業(n=178) 38.2

飲食サービス業(n=62) 37.1

情報通信業(n=71) 36.6

学術研究、専門・技術サービス業(n=69) 33.3

生活関連サービス業、娯楽業(n=46) 30.4

「減らす」＋「採用中止」の上位5業種 （単位：％）

生活関連サービス業、娯楽業(n=46) 17.4

教育、学習支援業(n=15) 13.3

情報通信業(n=71) 9.9

医療、福祉(n=117) 9.4

小売業(n=124) 8.9



35.6

42.7

46.9

22.6

24.5

33.0

5.0

2.4

1.9

36.8

30.4

18.3

赤字(n=239)

収支トントン(n=457)

黒字(n=804)

39.5

40.8

49.4

23.4

31.5

31.0

4.9

2.0

0.9

32.2

25.7

18.7

減少(n=410)

横ばい(n=549)

増加(n=555)

28.9

27.6

34.8

25.4

29.5

43.4

11.3

4.7

4.3

34.5

38.2

17.5

赤字(n=142)

収支トントン(n=275)

黒字(n=601)

29.9

29.6

34.5

29.9

39.9

39.1

8.0

4.3

4.6

32.2

26.1

21.8

減少(n=264)

横ばい(n=371)

増加(n=394)

増やす 前年並み 減らす・採用中止 未定

【人手不足感が強い企業ほど、採用に意欲的であるが、不足感が強いが業績の見通しが暗い企業では採用について決めかねている企業が多くなる】

◆正規（新卒・中途）の採用を「増やす」企業では、人材不足DIが80超と人手不足感が強く、逆に「減らす・採用中止」企業の人手不足感は相対的に低い

◆人材が不足する企業のなかでも、業績見通しが明るい企業の方が採用意欲は高く、逆に見通しが暗い企業では、採用を「未定」とする企業が多い

Ⅲ-６ 採用予定と人手不足感、業績予測の関係
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（単位：％）

【正規（新卒・中途）の採用意向別の人材不足DI】 【人手不足企業（※）の業績見通し別の採用意向】

新卒採用 中途採用

増やす 83.8 87.6

前年並み 67.3 69.5

減らす・採用中止 37.4 29.2

未定 63.1 55.6

※人材の過不足感で「不足」と回答した企業

（売上高の見通し）

（経常利益の見通し）

新
卒
採
用

（売上高の見通し）

（経常利益の見通し）

中
途
採
用



63.3

63.7

64.2

12.7

10.3

8.4

22.8

20.7

21.1

1.3

5.3

6.3

大企業(n=79)

中小企業

(n=1179)

うち小規模事業者

(n=95)

概ね全従業員

の維持

半数以上の

従業員の維持

一部の従業員

の維持

あまり効果は

なかった

【雇用関連の助成金では、雇用調整助成金の活用が最も多く、活用した企業の6割超が全従業員の雇用維持に効果があったと考えている】

◆雇用関連助成金のうち「雇用調整助成金」を活用する企業が、大企業（45.1％）、中小企業（40.9％）、小規模事業者（18.3％）のいずれの規模でも最も多い

◆雇用調整助成金及び緊急雇用安定助成金の活用効果として、いずれの企業規模においても6割超が「概ね全従業員の維持」に役立ったと考えている

Ⅲ-７ 雇用関連助成金の活用状況

32

（単位：％）（単位：％）

【雇用関連助成金の活用状況（企業規模別）】 【雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金の活用効果（企業規模別）】

雇用調整助成金 45.1 40.9 18.3

緊急雇用安定助成金 9.7 8.9 4.1

小学校休業等対応助成金 24.0 16.3 3.7

1.7 1.2 0.0

大阪府雇用促進支援金 6.3 7.4 4.5

その他 2.3 2.3 2.3

活用したものはない 45.1 46.5 74.7

人材確保等支援助成金
(テレワークコース)

大企業

(n=175)

中小企業
(n=2838)

うち小規

模事業者

(n=514)



Ⅳ 働き方改革等の取組み



67.4

30.0

36.4

20.1

12.8

14.1

12.4

11.4
5.3

6.1

11.9

7.6

8.6

7.3

7.1

14.1

25.0

11.7

19.8

16.4

15.0

16.1

14.3

15.8

12.6

5.9

9.4

5.4

4.7

3.5

6.5

10.0

8.4

6.7

6.9

5.6

6.9

5.7
0.0

5.1

6.7

4.5

7.4
1.3

6.2

12.0

35.0

43.5

53.5

63.8

65.4

64.6

68.6

78.9

76.2

75.6

78.5

78.6

86.7

83.2

情報通信業(n=92)

金融業、保険業(n=20)

学術研究、専門・技術サービス業(n=154)

卸売業(n=329)

製造業(n=749)

その他のサービス業(n=234)

建設業(n=274)

教育、学習支援業(n=35)

宿泊業(n=19)

運輸業、郵便業(n=214)

不動産業、物品賃貸業(n=135)

小売業(n=288)

医療、福祉(n=257)

飲食サービス業(n=150)

生活関連サービス業、娯楽業(n=113)

導入し、

定着している

導入しているが

定着していない

導入を

検討中

導入する

予定はない

14.7

40.4

13.0

6.4

13.0

25.3

12.2

3.6

6.2

6.7

6.2

4.5

66.1

27.5

68.6

85.6

全体

(n=3068)

大企業

(n=178)

中小企業

(n=2883)

うち小規模

事業者

(n=535)

導入し、

定着している

導入しているが

定着していない

導入を

検討中

導入する

予定はない

≪テレワークの導入・定着状況≫

【テレワークの導入は、小規模な企業や対人サービスが中心となる業種で遅れが目立つ】

◆府内企業のうち、テレワークを導入する企業は27.7％で、そのうち半数程度ではテレワークが定着している

◆企業規模別のテレワーク導入率は、大企業（65.7％）に比べ中小企業（25.2％）、小規模事業者（10.0％）と規模が大きくなるほど高く、定着率も同様の傾向

◆業種別のテレワーク導入率は、「情報通信業（81.5％）」、「金融業、保険業（55.0％）」、「学術研究、専門・技術サービス業（48.1％）」、「卸売業（39.9％）」

が上位となる一方で、「生活関連サービス業（１０．６％）」、「飲食サービス業（12.0％）」、「医療、福祉１４．０％」、「小売業（17.0％）」が進んでいない

Ⅳ-１ テレワークの導入・定着状況

34

【全体・企業規模別】

（単位：％）

（単位：％）【業種別】 導入率

3割超
の業種

２～３割
の業種

２割未満
の業種

導入率

導入率



　　課題 回答率

1位 現場作業や対面サービス等のためできない 65.1

2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 44.4

3位 押印やFAX、紙書類などのため出社が必要 36.5

1位 現場作業や対面サービス等のためできない 81.2

2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 18.2

3位 十分なコミュニケーションがとれない 15.6

導入を

検討中

導入する

予定はない

　　課題 回答率

1位 十分なコミュニケーションがとれない 38.6

2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 37.9

3位 押印やFAX、紙書類などのため出社が必要 33.6

1位 現場作業や対面サービス等のためできない 72.5

2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 54.7

3位 押印やFAX、紙書類などのため出社が必要 38.3

導入し、定

着している

導入してい

るが定着し

ていない

71.4

27.8

23.2

21.9

17.0

13.2

12.9

11.9

10.4

7.3

1.1

8.8

現場作業や対面サービス等のためできない

テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感

十分なコミュニケーションがとれない

押印やFAX、紙書類などのため出社が必要

情報セキュリティに不安がある

機器費用(システム構築、パソコン、WiFiなど)

取引先への配慮から出社が必要

労務規定・規則が未整備

人事評価が難しい

自宅当での経費(通信・光熱費等)への対応

その他

特に課題はない

≪テレワークの導入・定着の課題≫

【テレワーク導入・定着の最大の課題は、仕事に馴染まないことであるが、既に定着している企業の課題はコミュニケーションや部署間の不公平感】

◆テレワーク導入・定着の課題は、「現場作業や対面サービス等のためできない（71.4％）」が突出して多く、仕事内容がテレワークに馴染まないことを課題とする

企業が、企業規模や導入率の高低の違いに関係なく多い

◆テレワークが定着している企業では、コミュニケーションがとれないことや、部署・職種間の不公平感、FAX等のため出社が必要な業務が課題の上位となっている

Ⅳ-２ テレワーク導入・定着の課題
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（単位：％）【企業規模別（上位3位）】

【導入率による業種グループ別（上位3位）】 （単位：％）

（単位：％）

【導入・定着状況別（上位3位）】
（単位：％）

順位 課題 回答率

大企業 1位 現場作業や対面サービス等のためできない 66.9

(n=178) 2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 50.6

3位 押印やFAX、紙書類などのため出社が必要 38.8

3位 十分なコミュニケーションがとれない 38.8

中小企業 1位 現場作業や対面サービス等のためできない 71.6

(n=2783) 2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 26.3

3位 十分なコミュニケーションがとれない 22.2

うち小規模 1位 現場作業や対面サービス等のためできない 64.4

事業者 2位 押印やFAX、紙書類などのため出社が必要 12.5

(n=497) 3位 十分なコミュニケーションがとれない 11.7

順位 課題 回答率

3割超 1位 現場作業や対面サービス等のためできない 48.9

(n=589) 2位 十分なコミュニケーションがとれない 38.7

3位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 36.8

2割～3割 1位 現場作業や対面サービス等のためできない 77.6

(n=1286) 2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 32.7

3位 押印やFAX、紙書類などのため出社が必要 24.3

2割未満 1位 現場作業や対面サービス等のためできない 76.1

(n=1087) 2位 テレワークに馴染まない部署・職種との不公平感 17.1

3位 押印やFAX、紙書類などのため出社が必要 14.7

【全体】



60.9

45.0

39.9

47.4

25.3

26.9

32.6

24.5

25.9

17.6

21.6

24.2

15.5

17.9

17.6

10.9

15.0

9.2
0.0

13.9

12.2

6.0

5.4
3.6

11.8

7.7

4.5

10.8

5.5

4.1

8.7

5.0

7.2

10.5

11.4

8.0

11.2

10.9

7.1

14.7

9.1
2.3

10.5

13.7

6.1

19.6

35.0

43.8

42.1

49.4

52.9

50.2

59.1

63.4

55.9

61.6

68.9

63.2

62.9

72.3

情報通信業(n=92)

金融業、保険業(n=20)

学術研究、専門・技術サービス業(n=153)

宿泊業(n=19)

卸売業(n=332)

その他のサービス業(n=238)

運輸業、郵便業(n=215)

医療、福祉(n=257)

生活関連サービス業、娯楽業(n=112)

教育、学習支援業(n=34)

製造業(n=756)

不動産業、物品賃貸業(n=132)

建設業(n=277)

小売業(n=291)

飲食サービス業(n=148)

導入し、

定着している

導入しているが

定着していない

導入を

検討中

導入する

予定はない

24.9

49.7

23.4

14.0

8.2

20.1

7.5

1.9

9.5

9.5

9.6

6.0

57.3

20.7

59.6

78.1

全体

(n=3081)

大企業

(n=179)

中小企業

(n=2895)

うち小規模

事業者

(n=529)

導入し、

定着している

導入しているが

定着していない

導入を

検討中

導入する

予定はない

≪フレックスタイム制度・時差出勤等の導入・定着状況≫

【柔軟な勤務形態は、府内企業の約3分の１が導入しており、4分の1で既に定着している】

◆府内企業のうち、フレックスタイム制度や時差出勤といった柔軟な勤務形態を導入している企業は33.1％であり、24.9％の企業では既に定着している

◆企業規模別では、大企業の約7割は柔軟な勤務形態を導入しており、約5割で既に定着しているが、中小企業では導入が約3割と規模による差がみられる

◆業種別では、「情報通信業（71.8％）」、「金融業、保険業（60.0％）」、「学術研究、専門・技術サービス業（49.1％）」とテレワーク導入率の高い業種で、柔軟な

勤務形態が導入されている。

Ⅳ-３ フレックスタイム制度・時差出勤等の導入・定着状況
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【全体・企業規模別】

（単位：％）

（単位：％）【業種別】

４割超
の業種

２～３割
の業種

２割未満
の業種

導入率導入率

導入率



順位 課題 回答率

４割超 1位 特に問題はない 36.3

(n=278) 2位 時間意識がルーズになるなど自己管理能力の低下21.9

3位 導入できない部署・職種との不公平感 20.9

3位 勤務時間の管理が難しくなる 20.9

3位 従業員間で十分なコミュニケーションがとれない 20.9

３～４割 1位 導入できない部署・職種との不公平感 29.7

(n=997) 2位 同じ時間に揃わないと仕事にならない 29.2

3位 勤務時間の管理が難しくなる 24.7

2割未満 1位 同じ時間に揃わないと仕事にならない 40.5

(n=1685) 2位 導入できない部署・職種との不公平感 29.3

3位 特に問題はない 21.8

34.0

28.7

21.1

20.3

17.9

14.9

12.1

6.7

3.3

22.9

同じ時間に揃わないと仕事にならない

導入できない部署・職種との不公平感

勤務時間の管理が難しくなる

取引先への対応が遅れる

従業員間で十分なコミュニケーションがとれない

時間意識がルーズになるなど自己管理能力の低下

労務規定・規則が未整備

従業員が望まない

その他

特に問題はない

【柔軟な勤務形態の導入を検討する企業や導入後の定着を目指す企業は、部署間の不公平感や勤務時間の管理を課題と認識】

◆柔軟な勤務形態の導入・定着の課題は、「同じ時間に揃わないと仕事にならない（34.0％）」、「導入できない部署・職種との不公平感（28.7％）」、「勤務時間

の管理が難しくなる（21.1％）」「取引先への対応が遅れる（20.3％）」を挙げる企業が多い反面、2割超の企業は「特に問題はない（22.9％）」と考えている

◆柔軟な勤務形態が既に定着している企業の半数近くは「特に問題はない（４７．６％）」と考えているが、定着していない企業や導入を検討する企業では、 部署間

の不公平感や勤務時間の管理に課題が課題と認識する企業が多い

Ⅳ-４ 柔軟な勤務形態の導入・定着の課題
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（単位：％）【企業規模別（上位3位）】

【導入率による業種グループ別（上位3位）】（単位：％）

（単位：％）

≪フレックスタイム制度・時差出勤等の柔軟な勤務形態の導入・定着の課題≫
順位 課題 回答率

大企業 1位 導入できない部署・職種との不公平感 45.2

(n=177) 2位 勤務時間の管理が難しくなる 27.1

3位 特に問題はない 23.2

中小企業 1位 同じ時間に揃わないと仕事にならない 35.2

(n=2782) 2位 導入できない部署・職種との不公平感 27.5

3位 特に問題はない 22.9

うち小規模 1位 特に問題はない 38.0

事業者 2位 同じ時間に揃わないと仕事にならない 36.8

(n=500) 3位 取引先への対応が遅れる 18.6

【導入・定着状況別（上位3位）】
（単位：％）

　　課題 回答率

1位 特に問題はない 47.6

2位 導入できない部署・職種との不公平感 22.6

3位 勤務時間の管理が難しくなる 16.8

1位 導入できない部署・職種との不公平感 50.0

2位 従業員間で十分なコミュニケーションがとれない 29.6

3位 勤務時間の管理が難しくなる 28.8

導入し、定

着している

導入してい

るが定着し

ていない

　　課題 回答率

1位 導入できない部署・職種との不公平感 43.0

2位 同じ時間に揃わないと仕事にならない 28.9

3位 勤務時間の管理が難しくなる 28.2

1位 同じ時間に揃わないと仕事にならない 48.4

2位 導入できない部署・職種との不公平感 25.8

3位 取引先への対応が遅れる 23.8

導入を

検討中

導入する

予定はない

【全体】



23.7

37.5

25.0

23.3

23.1

23.2

11.9

17.3

21.8

18.8

18.9

0.0

7.0

5.3

8.8

47.1

30.4

35.9

35.6

34.7

33.8

37.1

29.9

24.6

27.3

20.7

31.6

19.5

21.1

5.9

27.7

29.6

39.1

38.7

39.4

39.7

46.4

47.7

47.9

44.0

55.0
63.2

68.8

68.4

76.5

1.6

2.4

0.0

2.4

2.9

3.4

4.6

5.1

5.6

9.9

5.4

5.3

4.7

5.3

8.8

製造業(n=752)

医療、福祉(n=253)

情報通信業(n=92)

卸売業(n=331)

建設業(n=277)

その他のサービス業(n=237)

学術研究、専門・技術サービス業(n=151)

運輸業、郵便業(n=214)

飲食サービス業(n=142)

小売業(n=282)

生活関連サービス業、娯楽業(n=111)

金融業、保険業(n=19)

不動産業、物品賃貸業(n=128)

宿泊業(n=19)

教育、学習支援業(n=34)

上昇（賃金体系変化あり） 上昇（賃金体系変化なし） 変化なし 低下

21.8

21.8

21.8

10.8

34.6

32.4

34.7

16.6

39.9

44.7

39.6

62.5

3.7

1.1

3.9

10.1

全体

(n=3047)

大企業

(n=179)

中小企業

(n=2861)

うち小規模

事業者

(n=507)

賃金上昇

（賃金体系変化あり）

賃金上昇

（賃金体系変化なし）

賃金に

変化なし

賃金低下

【2019年以降の賃金の変化（全体・企業規模別）】

【府内企業の半数以上が、コロナ禍以前に比べ賃金が上昇しており、その割合は中小企業が大企業を上回っている】

◆ 2019年以降に賃金が上昇した府内企業は56.4％であり、賃金体系を見直したうえで賃金が上昇した企業は21.8％であった

◆企業規模別では、賃金が上昇した企業の割合は、中小企業（56.5％）が大企業（54.2％）をわずかに上回っている

◆業種別の賃金上昇企業の割合では、「製造業（70.7％）」、「医療、福祉（68.0％）」、「情報通信業（60.9％）」が比較的高い一方で、コロナ後の業績悪化

が顕著であった「教育、学習支援業（14.7％）」や「宿泊業（26.3％）」では低い水準になっている

Ⅳ-５ 賃金水準・体系の変化
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（単位：％）
【業種別】

（単位：％）

賃金上昇：56.4％



14.7

27.1

14.0

7.2

85.3

72.9

86.0

92.8

全体(n=2997)

大企業(n=177)

中小企業(n=2813)

うち小規模事業者

(n=500)

実施している 実施していない

35.6

48.9

34.8

15.1

64.4

51.1

65.2

84.9

全体(n=3010)

大企業(n=178)

中小企業(n=2825)

うち小規模事業者

(n=502)

実施している 実施していない

37.2

63.4

13.1

2.8

19.5

33.3

87.5

10.4
4.2 6.3

37.7

60.5

13.4

2.6

21.2
28.6 31.4

8.6
2.9

48.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

勤務時間の融通 費用負担 賃金等処遇への反映 その他 特に支援はしていない

全体(n=435)

大企業(n=48)

中小企業(n=387)

うち小規模事業者(n=35)44.4

83.3

28.3

2.0 4.2

45.3

88.4

18.6

2.3 1.2

44.3

82.9

29.3

1.8 4.5

32.9

68.4

17.1

2.6

22.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

勤務時間の融通 費用負担 賃金等処遇への反映 その他 特に支援はしていない

全体(n=1066)

大企業(n=86)

中小企業(n=977)

うち小規模事業者(n=76)

≪業務に直結する社外研修の場合≫

【府内企業の約3分の２は、業務に直結する社外研修を実施しており、従業員向けに費用負担などの支援を実施する企業も多い】

◆業務に直結した内容の社外研修を導入する企業は、大企業で48.9％、中小企業で34.8％。小規模事業者では15.1％と規模が大きくなるほど積極的であり、

導入企業が従業員向けに実施する支援では、「費用負担」が最も多く、続いて「勤務時間の融通」、「賃金等処遇への反映」が挙がっている

◆業務には直結しない内容の社外研修を導入する企業は、業務に直結する場合に比べ少なく、導入する企業が従業員向けに実施する支援も業務に直結する場合

に比べて少なくなる

Ⅳ-６ 社外研修の実施と従業員への支援
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（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）

≪業務に直結しない社外研修の場合≫

（単位：％）

【従業員向けに実施する支援（全体・企業規模別）】

【研修の有無（全体・企業規模別）】 【研修の有無（全体・企業規模別）】

【従業員向けに実施する支援（全体・企業規模別）】



Ⅴ デジタル化の取組み



0

20

40

60

80

大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業

販売・生産等の特定

業務の管理システム

全業務横断的な

管理システム

オンラインによる

営業や採用面接

オンライン販売

（国内向け）

オンライン販売

（海外向け）

事務作業の自動化

（RPA）

センサーやAIによる

作業自動化

AIを用いた事業の

変革・改善

コロナ禍前から導入している コロナ禍で導入した
今後、強化（新規導入）する

【デジタル技術導入の現状と今後（企業規模別）】

【中小企業は、大企業に比べてデジタル技術導入に遅れがみられるが、高度なデジタル技術の導入に意欲を示す中小企業は少なくない】

◆大企業では、特定業務の管理システムは8割超、業務横断的なシステムは約7割が導入済みであるが、中小企業では、それぞれ5割と3割と導入が遅れている

◆オンラインによる営業や採用面接は、大企業、中小企業ともにコロナ禍において急速に導入が進んだ

◆RPAやAIなどの高度なデジタル技術の導入は、現状では大企業でもあまり進んでいないが、現状の水準に比べ今後の強化や新規導入については、大企業、

中小企業ともに導入意欲を示す企業が多く、今後の進展が期待できる

Ⅴ-１ デジタル技術の導入状況
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（単位：％）

管理システム オンライン 高度なデジタル技術

現状に対し導入に
意欲的な企業が多い



80.6

66.1

29.4

26.7

18.3

8.9

0.6

6.7

47.1

32.4

12.5

11.4

15.5

4.8

0.5

35.9

業務の生産性の向上

働き方の改善（勤務時間・賃

金）

交通費、施設費等の削減

緊急時等での事業継続が可能

業績の向上

新たな事業展開ができた

その他

特にない

大企業(n=180)

中小企業(n=2731)
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≪デジタル化の効果≫

【デジタル化は生産性向上や働き方改革に効果があるとみられており、デジタル技術を幅広く導入する企業ほど効果を実感している】

◆ デジタル化による効果としては、大企業、中小企業ともに「業務の生産性の向上」、「働き方の改善」を挙げる企業が多いが、全体的に大企業の方が効果を感じ

ている企業の割合が高く、中小企業では「特にない（３５．９％）」とする企業が3分の1以上を占めている

◆前シートのデジタル技術の導入個数と効果の関係をみると、個数が多い企業ほど効果を感じている企業の割合が高くなり、逆に個数が少ないほど、「特にない」

と回答する企業の割合が高くなることから、デジタル技術を幅広く活用する企業ほど効果を感じていると考えられる

Ⅴ-２ デジタル技術導入の効果
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（単位：％）
（単位：％）【企業規模別】

【デジタル化の効果（デジタル技術等の導入個数別）】

※前ページのデジタル技術導入個数（最大8）別に効果を集計



73.8
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高度なITスキル習得を目的とした研修

大企業(n=80)

中小企業(n=528)
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【IT研修の実施状況（企業規模別）】

【IT研修を実施する企業は大企業で4割超、中小企業で2割以下であり、研修内容は日常的なシステム活用を目的としたものが多い】

◆IT研修を実施する企業は、大企業で44.4％、中小企業で19.0％

◆IT研修を実施する企業において、日常的に使用するシステム等の活用促進を目的とした研修は大企業、中小企業ともに7割超となっているが、ITによる業務改善

を目的とした研修やプログラミング等の高度なITスキル習得を目的とした研修は、大企業の方が積極的に実施している。

◆デジタル技術導入の個数が多いほど、各種のIT研修を実施している傾向がある

Ⅴ-３ IT研修の実施状況
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（単位：％）

【IT研修の実施状況（デジタル技術等の導入個数別）】

（単位：％）

【実施するIT研修の内容（企業規模別）】
（単位：％）



Ⅵ 海外販売・調達



25.7

18.9

3.4

62.9

4.5

8.0

1.2

88.4

海外拠点で現地販売

輸出（越境EC以外）

越境EC

いずれの海外販売もしていない

大企業

(n=175)

中小企業

(n=2799)

【海外販売の実施状況（企業規模別）】

【海外販売を実施する企業では、大企業、中小企業ともに今後は、ASEANを重視する企業が多い】

◆海外販売を実施する企業は、大企業では海外拠点を置き現地で販売するケースが多いが、中小企業は輸出が多い

◆海外販売先として現在、最も重視する国・地域は、大企業では「中国（４２．１％）」が最も多いが、中小企業では「ASEAN（３７．４％）」が最も多い

◆海外販売先として、今後、最も重視する国・地域では、大企業、中小企業ともに最も多いのは「ASEAN」であり、次に「中国」とする企業が多い

Ⅵ-１ 海外販売の実施状況と重視する国・地域
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（単位：％）

【海外販売実施企業の最も重視する国・地域の現状と今後（企業規模別）】

（単位：％）

※「アフリカ」、「海外販売の予定はない」は今後のみ

現在

(n=57)

今後

(n=60)

現在

(n=278)

今後

(n=300)

米国 8.8 8.3 12.9 13.0

欧州 7.0 8.3 9.4 9.3

中国 42.1 31.7 28.8 20.7

ASEAN 29.8 40.0 37.4 37.7

インド 0.0 1.7 0.4 4.7

中東 0.0 1.7 0.7 0.7

アフリカ ー 0.0 ー 0.3

その他海外 12.3 5.0 10.4 9.0

海外販売の

予定はない
ー 3.3 ー 4.7

中小企業大企業



61.5

46.2

53.8

47.7

46.2

21.5

46.2

49.2

15.4

13.8

9.2

1.5

0.0

4.6

48.7

50.0

48.1

36.4

28.5

33.2

27.8

24.1

11.1

7.3

5.4

1.9

1.6

5.1

新たな顧客、提携先企業の開拓

為替の変動

現地市場の動向（売れ筋、価格等）の把握

海外事業を任せられる国内の人材の確保

現地での事業を任せられる人材の確保

現地販売の決済や資金回収

現地の政治情勢や国際情勢

現地固有の商習慣や法制度への対応

越境EC（自社サイト含む）での販売ノウハウの獲得

国内他地域を経由しないなど、物流の最適化

自社に適した越境EC事業者の開拓

コールドチェーンなど特殊な物流の確保

その他

特に困っていることはない

大企業(n=65)

中小企業(n=316)

50.8

49.2

49.0

38.5

31.4

31.2

30.9

28.3

11.8

8.4

6.0

1.8

1.3

5.0

11.5

12.0

13.0

12.8

12.7

12.6

9.6

8.7

5.4

3.6

3.7

2.4

1.2

72.0

新たな顧客、提携先企業の開拓

為替の変動

現地市場の動向（売れ筋、価格等）の把握

海外事業を任せられる国内の人材の確保

現地での事業を任せられる人材の確保

現地販売の決済や資金回収

現地の政治情勢や国際情勢

現地固有の商習慣や法制度への対応

越境EC（自社サイト含む）での販売ノウハウの獲得

国内他地域を経由しないなど、物流の最適化

自社に適した越境EC事業者の開拓

コールドチェーンなど特殊な物流の確保

その他

特に困っていることはない

実施企業(n=382)

未実施企業(n=1744)

【海外販売の課題（海外販売の実施状況別）】

Ⅵ-２ 海外販売の課題
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（単位：％）
【海外販売の課題（企業規模別）】

（単位：％）

【海外進出企業の約5割は販売面と為替変動を課題としており、約3割は、海外事業を担う人材の確保や現地決済、現地政治・国際情勢を課題としている】

◆海外販売を実施する企業の約半数は、「新たな顧客、提携先企業の開拓（５０．８％）」や「現地市場の動向（売れ筋、価格等）の把握（49.0％）」といった販売面

に課題を持つ企業が最も多く、「為替の変動（４９．２％）」を課題とする企業も多い

◆このほか、海外販売を実施する企業の3割超が国内や現地で事業を任せられる人材確保や現地での決済、現地政治・国際情勢を課題と認識している

◆企業規模別では、全体的に大企業の方が課題認識が強いが、「為替の変動」は、中小企業の方がやや課題とする企業の割合が高い
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57.7

69.0
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72.1

79.4
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81.9

0.0

4.7

0.0
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2.9

1.6

0.0
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6.1

0.9
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8.8

11.1
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12.1

12.5

4.8

2.9

7.4

3.2

10.0

0.9

0.0

3.2

2.4

4.4

4.4

3.2

5.0

15.7

韓国(n=33)

中国(n=343)

台湾(n=42)

欧州(n=68)

ASEAN(n=68)

米国(n=63)

その他海外(n=40)

輸入はしていない(n=1665)

現状通り 海外で移転・分散化 海外増加、国内減少 国内と海外の両方で分散化 海外減少、国内増加 その他

39.5

25.1

60.5

74.9

大企業(n=162)

中小企業(n=2383)

輸入している 輸入していない

51.6

14.1

6.3 6.3 7.8 7.8 6.3

52.4
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6.4 4.9

9.7 10.7
6.0

0

20

40

60
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大企業(n=64) 中小企業(n=597)

【輸入の実施状況（企業規模別）】

【海外調達について、国内を含めた分散化によるサプライチェーンの再構築が進んでおり、特に中国を主要調達国とする企業でその動きが顕著】

◆海外調達を行う企業の主な調達先は、大企業、中小企業ともに「中国」が5割超を占める

◆今後の海外調達方針ではいずれの国・地域でも現状維持が過半数を占めるものの、「中国」及び「韓国」では方針変更が4割以上を占めている。

◆海外調達方針を変更する企業では、「国内と海外の両方で分散化」、「海外減少、国内増加」が多く、国内を含めた分散化によるサプライチェーンの再構築に

取り組む様子がうかがえる。

Ⅵ-３ 海外調達方針の変化
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【今後の海外調達方針（国・地域別）】

（単位：％）
【輸入実施企業の主要輸入先国・地域（企業規模別）】

（単位：％）

（単位：％）



Ⅶ 新事業展開・事業継続の取組み



47.4

40.8

33.1

32.6

32.4

31.6

28.1

26.5

26.3

22.0

19.1

17.2

16.8

16.3

15.2

52.6

59.2

66.9

67.4

67.6

68.4

71.9

73.5

73.7

78.0

80.9

82.8

83.2

83.7

84.8

宿泊業(n=19)

飲食サービス業(n=152)

卸売業(n=329)

製造業(n=755)

教育、学習支援業(n=34)

生活関連サービス業、娯楽業(n=114)

情報通信業(n=89)

小売業(n=283)

金融業、保険業(n=19)

学術研究、専門・技術サービス業(n=150)

医療、福祉(n=251)

不動産業、物品賃貸業(n=128)

建設業(n=273)

その他のサービス業(n=233)

運輸業、郵便業(n=211)

実施した 実施していない

41.3

25.3

17.0

58.7

74.7

83.0

大企業

(n=179)

中小企業

(n=2859)

うち小規模事業者

(n=523)

実施 未実施

67.6

4.1

9.5

40.5

72.0

5.5

9.6

22.6

68.5

11.2

10.1

15.7

新分野進出

（新市場参入、新商品

・製品・サービスの導入）

業種の転換

業態の転換

事業の再編

（企業の合併・買収、

分社化、事業譲渡など）

大企業(n=74)

中小企業(n=722)

うち小規模事業者(n=89)

【2020年4月以降の事業再構築の実施状況（企業規模別）】

【大企業の4割超、中小企業の約25％が新分野進出などの事業再構築に着手】

◆2020年4月以降に事業再構築（※）を実施した府内企業は、大企業で41.3％、中小企業で25.3％、小規模事業者では17.0％であり、いずれの企業規模でも

新分野進出を実施する企業が多数を占めている

◆業種別では、コロナ禍以降、業績悪化が顕著であった「宿泊業（47.4％）」、「飲食サービス業（40.8％）」で事業再構築を行う企業が多い。

Ⅶ-１ 事業再構築の実施状況
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（単位：％）
【事業再構築の実施状況（業種別）】

（単位：％）

【実施企業の事業再構築の内容（企業規模別）】
（単位：％）

※事業再構築とは、新分野進出（新市場参入、新商品等の導入）、業種転換、業態転換（提供・製造方法の変更）、事業再編（合併・買収、分社化、事業譲渡）など。



52.9

45.3

35.7

31.4

11.4

23.3

未実施

実施

35.5

26.7

38.3

34.5

26.2

38.7

未実施

実施

15.8

20.8

35.6

25.0

48.5

54.2

未実施

実施

減少 横ばい 増加

【事業再構築実施有無と売上高の見通し】

【事業再構築に取り組む企業は、各種の社会事象から悪影響を受けている企業が多いが、売上高については明るい見通し持っている傾向がある】

◆事業再構築を実施する企業の社会事象の影響度平均値は、全ての項目で、未実施企業を下回っていることから、実施企業は社会事象から悪影響を受けている

傾向があることがわかった（調達困難を除く5項目は統計的に有意な差があると認められている）

◆企業規模を問わず、未実施企業に比べ、事業再構築の実施企業は、売上高増加の見通しを持つ割合が高く、加えて中小企業では実施企業の方が「減少」の

割合が低いことから、実施企業の方が売上の見通しが明るい傾向があることがわかった（全企業規模で、統計的に有意な差があることが認められている）

Ⅶ-２ 事業再構築と社会事象の影響及び業績見通し
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（単位：％）

（X２=2.374,df=２,p<.05)

（X２=41.360,df=２,p<.05)

（X２=8.701,df=２,p<.05)

※売上高見通しの「大幅に増加」と「やや増加」を「増加」に
「大幅に減少」と「やや減少」を「減少」に集約して集計

【事業再構築実施有無と社会事象の影響】

※６つの社会事象の影響度について、好影響がある＝５、やや好影響がある＝４、特に影響はない＝３、
やや悪影響がある＝２、悪影響がある＝１として、事業再構築の実施有無別に平均値を算出し、
その差を統計的に検定。

（大企業）

（うち小規模事業者）

（中小企業）

事業再構築

の実施有無
度数

社会的事象の

影響度の平均値

(※)

ｔ値 自由度
有意確率

(注)

実施 777 1.85 2.796 1279.3 p<.05

未実施 2195 1.96

実施 775 2.24 2.935 2954.0 p<.05

未実施 2181 2.34

実施 766 2.30 1.553 2919.0 n.s.

未実施 2155 2.35

実施 771 1.99 5.481 1309.9 p<.05

未実施 2173 2.20

実施 775 2.15 4.248 1374.9 p<.05

未実施 2175 2.29

実施 782 1.56 6.493 1514.1 p<.05

未実施 2183 1.78

注）　P<.05:５％水準で統計的に有意　　　n.s.:統計的有意差は認められない

新型コロナウイルスによる消

費の変動

中国のゼロコロナ政策によ

る都市封鎖

仕入価格高騰

調達困難

ロシア・ウクライナ情勢

急激な円安



【事業再構築による副次的効果（企業規模別）】

【事業再構築を実施する府内企業は、自社の強みや弱みなど自社事業の客観的評価といった副次的な効果を得ている】

◆事業再構築を実施による事業収益以外の副次的な効果として、「自社の強み・弱みなど事業理解が深まった」と、事業再構築を実施することが自社事業を客観

的に捉え評価することに役立ったと考える企業が大企業（50.7％）、中小企業（42.0）とともに多い

◆自社事業の理解以外の副次的効果では、大企業では、新たな人材獲得やネットワーク構築を挙げる企業が多く、中小企業では、従業員のモチベーション向上や

人材育成・能力開発を挙げる企業が多い

Ⅶ-３ 事業再構築による副次的効果

51

（単位：％）

50.7

17.8

21.9

2.7

27.4

32.9

2.7

16.4

42.0

21.2

23.2

14.9

18.0

20.4

4.0

20.5

32.6

22.1

15.1

8.1

9.3

22.1

5.8

33.7

自社の強み・弱みなど事業理解が深まった

従業員のやる気が向上

従業員の育成・能力開発

従業員の待遇の改善・向上

新たな人材の獲得

新たなネットワークの構築

その他

特に副次的な効果はなかった

大企業(n=73)

中小企業(n=717)

うち小規模事業者(n=86)



67.3

67.5

25.1

24.2

5.3

5.6

2.4

2.7

2021年調査

(n=1369)

2022年調査

(n=1488)

親族内承継 親族外の役員・従業員が承継 親族外の社外人材が承継 企業売却・株式譲渡

47.9

45.5

40.4

39.0

6.5

6.1

3.4

4.6

1.9

4.8

2021年調査

(n=2861)

2022年調査

(n=3272)

事業承継の予定あり まだ考えていない 後継者を探しているが

まだ見つかっていない

廃業（1年以内

の予定含む）

その他

【予定する事業承継の内容】

【事業承継等の予定】

【事業承継について府内企業の半数近くは既に予定を有しているが4割は未検討】

◆府内企業のうち、事業承継について予定の有る企業は45.5％と昨年からやや減少

◆「まだ考えていない（39.0％）」と「後継者を探しているが見つかっていない（6.１％）」という事業承継について未決定の企業は４５．１％と、予定のある企業と

同程度であり、また4.6％は1年以内に廃業を予定

◆事業承継の予定がある府内企業では、「親族内承継」が約3分の２、「親族外の役員・従業員」が約4分の１を占めている

Ⅶ-４ 事業承継等の予定①
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（単位：％）

（単位：％）

※2021年度調査：新型コロナウイルス感染症の影響下における府内企業の実態調査- 府内企業の経営状況とデジタル化・新事業の取組み - ＜速報＞
https://www.pref.osaka.lg.jp/aid/sangyou/topics-data.html

未決定企業：45.1％
※「まだ考えていない」及び「後継者を探しているがまだ見つかっていない」企業



1.1

0.5

11.4

9.5

35.7

32.0

31.9

34.0

20.0

24.0

2021年度

(n=185)

2022年度

(n=200)

30代以下 40代 50代 60代 70代以上

6.8

4.3

30.8

30.8

37.7

38.1

18.5

19.3

6.2

7.5

2021年度

(n=1158)

2022年度

(n=1274)

30代以下 40代 50代 60代 70代以上

【後継者を探しているがまだ見つかっていない企業の経営者の年齢】

32.2

20.6

33.2

32.3

34.6

47.2

60代以上の

未決定企業

(n=428)

その他の企業

(n=2378)

赤字 収支トントン 黒字

44.4

31.5

34.1

36.9

21.5

31.6

60代以上の

未決定企業

(n=437)

その他の企業

(n=2398)

減少 横ばい 増加

【後継者が見つかっていない企業の6割弱、また考えていない企業の２割強は経営者年齢が60歳以上であり、それ以外の企業に比べ業績の見通しが悪い傾向】

◆後継者について後継者を探しているがまだ見つかっていない」企業の５８.0％、また「まだ考えていない」企業の２６．８％は、経営者の年齢が60代以上

◆経営者年齢が60代以上の未決定企業は、それ以外に企業に比べて、売上高や経常利益についての見込みが悪い傾向

◆廃業（予定含む）企業のうち、7割超はもともと自分の代で廃業することを想定していた

Ⅶ-５ 事業承継等の予定②
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【経営者年齢60代以上の未決定企業と業績見通し】
（単位：％）

①売上高の見通しとの関係

（X２=31.586,df=２,p<.05)

②経常利益の見通しの関係

（X２=34.968,df=２,p<.05)

経営者年齢
60代以上の
未決定企業

（単位：％）

（単位：％）

【後継者についてまだ考えていない企業の経営者の年齢】

【廃業（予定）の経緯】

71.3

76.2

16.1

4.6

12.6

19.2

2021年調査

(n=87)

2022年調査

(n=130)

自分の代で廃業するつもりだった 後継者や売却先を探したが見つからなかった その他

≪廃業（予定）企業≫

≪後継者が未決定の高齢経営者企業≫

（単位：％）



4.7

2.7

10.1

6.1

14.0

14.6

71.2

76.6

2021年度調査

(n=513)

2022年度調査

(n=521)

14.1

15.7

15.9

14.7

22.1

24.9

47.9

44.7

2021年度調査

(n=2447)

2022年度調査

(n=2851)

16.1

17.8

16.1

14.8

21.8

24.4

46.1

43.0

2021年度調査

(n=2577)

2022年度調査

(n=3037

策定済み 現在、策定中 具体的に策定の

検討を開始

策定する

予定はない

57.0

52.0

19.0

15.6

14.9

15.1

9.1

17.3

2021年度調査

(n=121)

2022年度調査

(n=179)

策定済み 現在、策定中 具体的に策定の

検討を開始

策定する

予定はない

【BCP策定率は企業規模により大きく異なり、策定できていない企業では知識不足を課題として挙げる企業が多い】

◆府内企業のBCP（※）策定率は、１７．８％と昨年に比べ1.7ポイント増加する一方で、策定する予定のない企業の割合は、43.0％と昨年よりも3.1ポイント減少

◆ 企業規模別のBCP策定率は、大企業の５２．０％に比べ、中小企業は１５．７％、うち小規模事業者では2.7％と規模により開きがある

Ⅶ-６ BCPの策定状況

54

（単位：％）

※BCP（Business Continuity Plan）：企業が、災害等の緊急事態時でも、重要な業務が継続できる方策や戦略を記述した事業継続計画。

≪BCP策定状況≫

（単位：％）

【全体】

【企業規模別】

（大企業）

（中小企業）

（うち小規模事業者）



≪お問い合わせ先≫

大阪府商工労働部 商工労働総務課

大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター

（担当） 主任研究員 越村

電話番号 ： 06-6210-9474


